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NY マーケットレポート（2017 年 9 月 6 日） 

 

NY 市場では、米株式市場が前日の反動で買い戻されたことで、ドル買いの流れとなり、ドル/円は 109 円台まで上昇したものの、10 月中旬に、フ

ィッシャーFRB 副議長が辞任するとの報道を受けて、米国債利回りの低下とともに再びドルが売られた。その後のトランプ米大統領の「北朝鮮で

の軍事行動は最初の選択肢ではない」との発言や債務上限の引き上げが合意されたことを受けて、株式市場、米国債利回りの上昇とともに、ド

ル/円も 109.30 円近辺まで上昇した。また、23 時にカナダ中銀が予想外の利上げを決定したことでカナダドルが大きく買われる場面もあった。 

 

 

TOKYO 終値 高値 安値 LONDON 高値 安値

USD/JPY 108.78 108.84 108.51 USD/JPY 108.96 108.46

EUR/JPY 129.82 129.88 129.37 EUR/JPY 130.00 129.57

GBP/JPY 141.79 141.88 141.38 GBP/JPY 142.14 141.44

AUD/JPY 86.88 87.20 86.63 AUD/JPY 86.92 86.57

EUR/USD 1.1934 1.1940 1.1903 EUR/USD 1.1950 1.1919

＊東京クローズ～NYオープンまでの高安

NEW YORK 終値 高値 安値 米主要株価 終値 前日比

USD/JPY 109.33 109.39 108.71 米ダウ平均 21807.64 +54.33

EUR/JPY 130.32 130.40 129.65 S&P500 2465.54 +7.69

GBP/JPY 142.63 142.68 141.96 NASDAQ 6393.31 +17.74

AUD/JPY 87.43 87.51 86.71 コモディティー 終値 前日比

NZD/JPY 78.66 78.77 78.32 NY GOLD 1339.00 -5.50

EUR/USD 1.1919 1.1949 1.1908 NY 原油 49.16 +0.50

米国債利回り 本　日 前　日

  2年債 1.320% 1.290%

  3年債 1.410% 1.390%

  5年債 1.684% 1.641%

  7年債 1.930% 1.890%

10年債 2.105% 2.060%

30年債 2.722% 2.681%

ドイツ10年債 0.343% 0.334%

英国 10年債 1.002% 0.997%

2017年 9月6日（水）

9/7　経済指標スケジュール

08:30 8月【豪州】AiG建設業指数
10:30 7月【豪州】小売売上高,貿易収支
14:00 7月【日本】景気一致CI指数,景気先行CI指数
15:00 7月【ドイツ】鉱工業生産
15:45 7月【フランス】経常収支,貿易収支
16:30 9/7【スウェーデン】スウェーデン中銀　政策金利
16:30 8月【英国】ハリファックス住宅価格
18:00 2Q 【欧州】GDP
20:45 9/7【欧州】欧州中銀　政策金利
21:30 9/2【米国】新規失業保険申請件数
21:30 2Q 【米国】非農業部門労働生産性
21:30 7月【カナダ】住宅建設許可
23:00 8月【カナダ】Ivey購買部協会指数

9/7　主要会議・講演･その他予定

米・ニューヨーク連銀総裁講演

米・アトランタ連銀総裁講演

EIA週間原油在庫報告

米・クリーブランド連銀総裁講演

 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 
20：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

・米国 MBA住宅ローン申請指数（前週比）3.3%(前回：-2.3%) 

 

 
出所：Bloomberg 

 

21：12 

◆≪要人発言≫ 

トランプ大統領 

・「『世界で最も税金が高い』米国は変わる」 

 

21：30 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

・7月 米国 貿易収支 -437億 USD(予想：-446億 USD・前回： -435億 USD) 

前回発表の-436億 USDから-435億 USDに修正 

 

 

出所：Bloomberg 
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・7月 カナダ 国際商品貿易 -30.4億 CAD(予想：-33.0億 CAD・前回：-37.6億 CAD))  

前回発表の-36.0億 CADから-37.6億 CADに修正 

 

・2Q カナダ 労働生産率（前期比）-0.1%(前回：1.3%) 

 

22:45  

◆≪ 経済指標の結果 ≫ 

・8月 米国 総合 PMI 55.3(前回：56.0）  

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

・8月 米国 非製造業 PMI 56.0(予想： 56.9・前回：56.9) 

 

 

出所：Bloomberg 
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23：00 

◆≪ 経済指標の結果 ≫ 

・8月 米国 ISM非製造業景況指数[総合] 55.3(予想：55.5・前回：53.9) 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

・カナダ中銀 政策金利 1.00%(予想：0.75%・前回：0.75%) 

 

カナダ中銀が 25bpの利上げを行ったことで、カナダドル/円が約 1円 64銭上昇。 

 

出所：NetDania（カナダ/円 10分足） 

 

 

23：08 

◆≪主要ニュース≫ 

・マティス米国防長官、日本に対しミサイル防衛強化支援の意向を示す 
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23：46 

◆≪主要ニュース≫ 

・10月中旬に、フィッシャーFRB副議長が辞任へ 

 

 

0:14 

◆≪要人発言≫ 

トランプ大統領 

・「『ドリーマー』在留措置の決定、見直す気はない」 

 

 

≪欧州株式市場≫ 

欧州株式市場は、自動車株が 7週間ぶりの高値を付けて旅行関連銘柄の下げを埋め、全体として小幅高となった。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

1：24 

◆≪要人発言≫ 

トランプ米大統領 

・「北朝鮮での軍事行動は最初の選択肢ではない」 

 

2：00 

◆≪主要ニュース≫ 

トランプ米大統領と議会指導部はハリケーン「ハービー」の被害救済法案に、債務上限引き上げの 12/15までの延長をを抱き合わせる

ことで合意 

 

3：00 

◆≪ 米地区連銀経済報告[ベージュブック]≫ 

・経済活動は緩慢ないし緩やかに拡大した 

・賃金の伸びは緩慢ないし緩やか 

・物価は全国で緩やかに上昇している。仕入れコスト全般に高い 

・自動車産業の減速長期化を懸念する報告があった 

 

3：13 

◆≪主要ニュース≫ 

・米国の国連安保理決議案の草案には、対北朝鮮 石油禁輸を盛り込む。 

・米政府は、北朝鮮 金正恩委員長の資産凍結を模索。 
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4：08 

◆≪主要ニュース≫ 

トランプ米大統領、与野党の議会執行部と会談し、債務不履行と政府閉鎖の回避することで合意 

 

◆≪NY原油市場≫ 

 

NY原油は、米本土に向かっている大型ハリケーン「イルマ」が石油関連施設に与える影響を見極めたいとの思惑もあり、上値は重かっ

たものの、稼働停止となっていた米南部の製油所が操業を再開し始めたことで、原油在庫の積み上がりに対する懸念が後退して買いが

優勢となり、8月上旬以来約 1ヵ月ぶりの高値水準で取引を終えた。 

 
出所：Bloomberg 

 

 

≪米株式市場≫ 

米株式市場は、債務上限適用停止の延長と 12月中旬までの政府運営資金の確保で、トランプ米大統領と議会指導部が合意したことが追

い風となり、反発して取引を終えた。 

 
出所：Bloomberg 
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≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、予想外のカナダ中銀の利上げを受けて、カナダドルが急謄しドルは下げていたが、トランプ米大統領と民主党が債務

上限問題の 3 ヵ月延長で合意したことを受けて下げ幅を縮小した。また、フィッシャー・FRB 副議長が辞任を明らかにするなど、この

日の市場は動意材料が相次いだ。 

 

 
出所：Bloomberg 
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お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ
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